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地上デジタル放送難視地区対策計画の概要（その１）

１ 地デジ難視地区対策計画の位置づけ

○ 本「地上デジタル放送難視地区対策計画」は 平成１９（２００７）年までの開局済みのデジタル中継局に関○ 本「地上デジタル放送難視地区対策計画」は、平成１９（２００７）年までの開局済みのデジタル中継局に関
連するものを中心として、難視地区と推定された約６千地区について、電波の実測調査を行い、新たな難視
（デジタル難視）地区を特定した上で、デジタル難視の状況並びに対策計画が確定したものについて対策手
法、対策時期等を掲載したものです。

○ 今後、平成２０（２００８）年以降に開局した中継局等の電波の実測調査を継続し、新たな難視地区の特定
を進め、対策計画を定期的に更新していくことにしています。

○ 本対策計画に基づき、対策の実施を図ることにより、平成２３（２０１１）年のアナログ停波までにデジタル難
視の最小化を図り、また、残された難視世帯については、衛星利用による暫定的な難視対策を行いつつ、最
終的に地上系放送基盤による対策の実施を行うものです。

２ 対策計画の公表

○平成２１年８月３１日 初版の公表
総務省ホームページ
（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/dtv/zenkoku/index.html）にて公表
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地上デジタル放送難視地区対策計画の概要（その２）

調査地区数
新たな難視地区ではないと

判明した地区数（※）
新たな難視地区と判明した

地区数（世帯数）

３ 難視地区の特定（２００７年までに開局した中継局関連を中心）

調査地区数 判明した地区数（※） 地区数（世帯数）

６，０７５地区 ２，８４５地区 ３，２３０地区（約 ８．２万世帯）

※「新たな難視世帯ではないと特定した地区」は デジタル放送の良視地区のほか 受信世帯が無い地区 ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む

＜対策手法の調整状況＞

◆中継局の設置 ：約 ３０地区

※「新たな難視世帯ではないと特定した地区」は、デジタル放送の良視地区のほか、受信世帯が無い地区、ケーブルテレビ/共聴施設による受信地区を含む。

４ 対策計画の策定状況
国
の
支 継続 拡充

◆共聴施設新設 ：約 ５５０地区

◆ＣＡＴＶに加入 ：約 ３１０地区

◆高性能アンテナ対策 ：約 ８０地区

◆検討中 ：約 ２１２０地区

（１） 新たな難視地区に対する対策計画

４ 対策計画の策定状況 支
援
等
を
活
用

継続、拡充

Ｈ２２年度予算
新規要求

対策地区数 対策計画策定 検討中

３，２３０地区 １４０地区（約 ０．８万世帯） ３，０９０地区

対策手法

中継局の設置 ４３ 地区

共聴施設新設 ３３ 地区
地区別対策計画
（中継局）の例
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対策手法 共聴施設新設 ３３ 地区

ＣＡＴＶに加入 ６２ 地区

高性能アンテナ対策 ２ 地区

（中継局）の例



地上デジタル放送難視地区対策計画の概要（その３）

地区別対策計画（中継局）の例

範囲図

新たな難視地区に対する対策計画（地区別）

都道府県名   管理番号

長野県 2000358

自治体コード 住　　所

20583 長野県上水内郡信濃町野尻

地上デジタル放送の受信状況

NHK総合 NHK教育 信越放送 長野放送 テレビ信州 長野朝日放送

受信局所名 長野 長野 長野 長野 長野 長野

地上デジタル放送の受信状況 ×低電界 ×低電界 ×低電界 ×低電界 ×低電界 ×低電界

受信状況の内訳

良好 受信 能○ :良好に受信可能

×低電界 :低電界により受信困難

対策計画

NHK総合 NHK教育 信越放送 長野放送 テレビ信州 長野朝日放送

対策手法
補間波・中継局

の新設
補間波・中継局

の新設
補間波・中継局

の新設
補間波・中継局

の新設
補間波・中継局

の新設
補間波・中継局

の新設

難視世帯数 219 219 219 219 219 219

対策年度 2009 2009 2009 2009 2009 2009

対策済み世帯数 0 0 0 0 0 0

未対策世帯数 219 219 219 219 219 219

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図25000（地図画像）を複製したものである。（承認番号　平21業複、第72号）
枠内：難視範囲

備考
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地上デジタル放送難視地区対策計画の概要（その４）

（２） デジタル化困難共聴施設に対する対策計画

国の支援、既存インフラ等の活用により、対策手法を検討

対策施設数 ※ 対策計画策定 検討中

３６２施設 １３３施設（約０．５万世帯） ２２９施設

※ 市町村別ロードマップのシミュレーションに基づく約１７００の自主共聴施設について、伝送路整備費の試算が８００万円／施設を
超えるもの及び現地調査等により技術的に多大な困難があり現段階でデジタル化困難と判明したもの。

（３） 区域外波の受信困難地区の特定数（徳島県・佐賀県）

県別 受信困難地区の特定 ※県別 受信困難地区の特定 ※

徳島県 ２１３ 地区

佐賀県 １０２ 地区

※ 区域外波に対する受信の依存度の高い両県において、本年春、それぞれの県内において１，０００ポイントの実測調査を実施し、
区域外のアナログ放送が受信できていたが、デジタル放送が受信困難となると推定される地区を特定。
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デジタル難視対策の流れ

○電波の特性の違いなどにより、アナログ放送は受信できていたが、デジタル放送は受信できないいわゆる「新たな難視」が発生

参考資料１

○電波の特性の違いなどにより、アナ グ放送は受信できていたが、デジタル放送は受信できないいわゆる 新たな難視」が発生

○地上デジタル放送難視地区対策計画を策定し、２０１１年春までに対策を行い、デジタル難視聴世帯の数を最小化

○アナログ放送停波までに対策が困難な地区については、暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じた「暫定的難視聴対策」を実施。
最終的に２０１５年３月までに地上系による対策を実施

○ デジタル難視地区の特定 ○ 対策計画案の策定・調整

地上デジタル放送難視地区対策計画の策定

○市町村別ロードマップ

○デジタル難視

対策計画※

策定・公表

（２００９年８月）

半年毎に更新

○ デジタル難視地区の特定
（1）新たな難視実態調査（２００９年８月現在）

⇒約3,200地区(約82,000世帯)を特定
（中継局開局の約6,100地区を対象）

（2）デジタル化困難共聴施設のシミュレー

○ 対策計画案の策定 調整

（１）対策手法、対策時期等を検討

（送信側対策又はアンテナ対策・
共聴対策等の受信側対策）

（２）地方公共団体等関係者と調整

デジタル放送移行に伴い、

①新たな難視世帯

②デジタル化困難共聴
世帯

③デジタル混信世帯 －半年毎に更新－
難 聴 設

ション精査（約１７００施設） 等③デジタル混信世帯

が全国約３５万世帯発生す
ると推定

※ デジタル混信は除き、区域外波（徳島県、佐賀県等）の対応手法等を含む。

2011年春までに対策を実施○対策計画に

対策計画に基づく対策の実施

ホワイトリストを策定・公表

利用対象地区 視聴できる
暫定的難視聴対策の実施

基づく対策
アナログ放送停波までに対策が 困難

○地上系による
対策実施・利用対象地区、視聴できる

番組等を記載
⇒第１次策定（新たな難視地域)
公表：2010年１月 →更新

・暫定的かつ緊急避難的に衛星を通じ、
地上デジタル放送を再送信
（2015年3月末まで）

対策実施
（2015年3月まで）
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難視対策実施のための支援策 参考資料２

○辺地共聴施設整備事業 ○２１年度補正予算措置

・施設改修経費の支援 ⇒ 補助率 １／２ ・難視対策用デジタル新局の整備支援 ⇒ 補助率 ２／３
・施設新設経費の支援 ⇒ 補助率 ２／３ ・共聴施設受信点移設に伴う伝送路（1km超）の整備支援 ⇒ 補助率 １０／１０

デジタル中継局地共聴施設 デジタル中継局辺地共聴施設

受信点設備等受信点設備等
線路アンプ調整線路アンプ調整

デジタルテレビ 中継局整備 地域住民のデジタル受信確保

※地方財政措置 ： 施設整備に際し自治体が経費負担の場合、過疎債、辺地債等の起債
※ＮＨＫの支援 ： 辺地共聴施設の整備に当たり、国の支援策とは別に助成等の独自支援を実施

○暫定的難視聴対策事業

①送信・利用者管理事業
・事業主体：社団法人デジタル放送推進協会
・対象事業：放送衛星局による地上デジタル放送の再送信及び

ＮＨＫ及び在京キー局

日本テレビ

フジテレビジョン

Ｎ Ｈ Ｋ

Ｔ Ｂ Ｓ
当該放送の利用者管理に対する費用

・補 助 率：２／３

②受信対策事業
・事業主体：法人
・対象事業:本事業の対象世帯に対する衛星放送受信機機器の

テレビ朝日

テレビ東京

Ｔ Ｂ Ｓ

受信アンテナ 視聴者

地上デジタル放送

再送信

受信対策

提供に要する費用
・補 助 率：１０／１０

送信･利用者管理
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